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研究要旨： 

本研究では、労働生産性の向上や職場の活性化における健康増進とその評価手法開発

を目指して、職場環境改善等の活性化対策の評価指標について検討を行った。具体的に

は、国内外の参加型職場環境改善の手法を用いた介入研究をレビューし、参加型職場環境

改善の評価指標の分類・整理を通じて、参加型職場環境改善の評価における課題ならびに

生産性向上・職場活力向上に資する参加型職場環境改善へのヒントについて検討した。 
国内外で実施された参加型職場環境改善の介入研究 32 編をレビューした結果、製造業

や医療・介護施設をはじめとしたさまざまな業種や職種に対して、メンタルヘルス対策、筋骨

格系障害予防、労働安全対策といった幅広い視点での健康課題解決に向けて、本手法が適

用されていた。参加型職場環境改善に対する評価指標の多くは、職場環境改善を実施する

理由となる職場の健康安全課題や背景要因に即した項目を主効果として設定していた。その

ため、それぞれの職場環境改善の取り組み背景や健康課題により、設定する評価指標そのも

のが異なっていた。また、評価指標を一つではなく複数設定することで、副次的効果も併せて

測定しようとする傾向があった。参加型職場環境改善の特性をふまえた適切な評価指標設定

のためには、体系的な評価方法、すなわちプロセス評価、アウトプット評価、アウトカム評価の

各視点を整理していくことが重要である。同時に職場の健康課題の吟味、適切な介入期間や

労使のコミットメントを促す仕組みづくりなど、参加型職場環境改善の介入プログラムそのもの

を、丁寧に立案、実施していくことが必要である。さらに、エビデンスレベルの高い対照群の設

定や RCT などの研究デザインによる職場環境改善の評価手法開発を含めた実証的な研究

を展開していく必要性が示唆された。 
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A. 目的 
参加型アプローチを用いた職場環境改

善(以下、参加型職場環境改善)が職域での

健康増進手法の一つとして注目されてい

る。参加型職場環境改善とは、労働者が

自主的・主体的に産業安全保健活動に参

加し、各職場ですでに実践されている良

好実践をベースに、企業や職場単位で改

善計画を作成し、労働者自身が職場のリ

スクを評価し、リスク低減や職場環境改

善の取り組みを行うこと(吉川徹 & 小木, 
2010；吉川悦, 2013ａ)である。様々な職

種・業種、事業場規模において職場の健

康課題解決のためにこの手法が適応され

ている (池田&中田, 2012)。参加型職場環

境改善の手法は労働者・事業者の主体的

な関与を促進する実効的な方法論として

その有効性も指摘されている (Kogi, 
2006)。 
参加型職場環境改善が産業安全保健の

分野で展開されたのは 1980 年代からで

ある。例えばＩＬＯが全世界で展開して

いる中小企業向け職場環境改善プログラ

ム で あ る ワ イ ズ (WISE: Work 
Improvement in Small Enterprises，小

企業における労働改善 ) プログラム

(International Labour Organization, 
2004)は、その代表的な例である。これ以

外にも、農業労働生活分野での仕事と家

庭生活環境の改善を目指したウィンド 
(WIND: Work Improvement in 
Neighbourhood Development，近隣開発

に お け る 労 働 改 善 ) プ ロ グ ラ ム

(Kawakami et al., 2005)や、小規模建設

業 で の 職 場 環 境 改 善 ウ ィ ス コ ン

(WISCON: Work Improvement in Small 
Construction  Site, 小規模建設現場に

おける作業改善)プログラム(Kawakami 

et al., 2003)、廃棄物収集者の産業安全保

健向上と廃棄物マネジメントシステムを

地域住民と共同で改善することを目的と

したウォーム(WARM: Work Adjustment 
for Recycling and Managing Waste，リ

サイクルと廃棄物管理のための作業調

整 ) プログ ラム (Kawakami & Khai, 
2010)等は、参加型アプローチの方法論に

基づきプログラムが開発され、労使の主

体的な産業安全保健への取り組みを促す

有効な方法として展開されている。ＩＬ

Ｏでだけではなく、国際労働財団がアジ

ア各国で展開している労働組合主導の参

加型アプローチを用いた実践重視労働安

全衛生改善トレーニングのポジティブ

(POSITIVE: Participation  Oriented 
Safety Improvements by Trade union 
Initiative，労働組合主導による参加型安

全改善)プログラムは、ILO のワイズ方式

と呼ばれる労働者参加型の基本原則にの

っとったものである(Kogi, 2002)。また、

ワイズが開発された 1980 年代に米国を

発祥として世界各国で広まった参加型人

間工学(participatory ergonomics：PE) 
(Imada, Noro, & Nagamachi, 1986)は、

欧米を中心に今なお国際的な認知を得て

いる。さらには、国際標準化機構(ISO)
の筋骨格系障害予防に関する技術仕様書

(ISO/TS20646)(Ebara et al., 2007)や、欧

州共通の職業性ストレス対策である職場

の心理社会的リスク管理のための欧州枠

組 み European Framework for 
Psychosocial Risk Management ：

PRIMA-EF(Leka, Cox, & Zwetsloot, 
2008)も、労働者参加を基本とした自主的

な産業安全保健を推進するための基本原

則が強調されたプログラムとして参加型

アプローチが応用されている。 



日本国内では、中小企業における職場

環境改善(Ito, Sakai, & Kogi, 2006)や自

治体での労働衛生マネジメントシステム

導入 (渡辺他, 2010)、病院職場でのメン

タルヘルス一次予防対策(坂田他, 2006)
等で参加型アプローチの手法が適応され、

労働者参加型で実効性のある産業安全保

健活動が展開されている。近年ではメン

タルヘルスアクションチェックリストの

開発(吉川徹他, 2007)を皮切りに、メンタ

ルヘルス改善意識調査票：MIRROR を用

いた職場環境改善(真船, 2007)や職場ド

ックプログラム(吉川徹 & 小木, 2015)な
ど、ストレス対策一次予防としての参加

型職場環境改善の取り組みが進んでいる。 
このように参加型職場環境改善の方法

論は様々な業種や職種、健康課題に対し

て産業現場で実践されている実効的な枠

組みであるが、参加型職場環境改善の効

果に関しては体系的な評価の仕組みは明

確になっていない。既存の研究報告をみ

てみると、参加型職場環境改善の効果に

ついては、職場環境改善の実施率やその

内容に関するもの (Itani et al., 2006; 
Kawakami, 2006;  Kogi, 2006; 
Krungkraiwong, Itani, & 
Amornratanapaichit, 2006; Lee et al., 
2009)、取り組みによる安全健康課題の改

善(Nakagiri, Yasuda, Ttoyota, & Ohara, 
1997; Udo, Kobayashi, Udo, & 
Branlund, 2006; Kobayashi, Kaneyoshi, 
Yokota, & Kawakami, 2008; Rivilis et 
al., 2008; Pehkonen et al., 2009; 佐々木, 
甲田, & 堤 2010; 新村, 寒川, & 真船 
2011) など、参加型職場環境改善によっ

て安全で健康的な職場環境に改善された

ことや、職場環境改善により職場の安全

健康課題が解決されたといった成果に焦

点をあてたものがほとんどであり、参加

型職場環境改善がどのように職場や労働

者に変化をもたらすのかを明らかにした

研究は少ない。 
そこで本研究は、参加型職場環境改善

の評価指標の分類・整理を通じて、参加

型職場環境改善の評価における課題なら

びに生産性向上・職場活力向上に資する

参加型職場環境改善へのヒントについて

検討することを目的とした。 
 
B. 方法 
2016年 9月から 12月にかけて、医中誌、

を用いて、“産業保健”and“職場環境”(ま
たは“職場”and“改善”)をキーワード

として原著論文を検索した。“産業保健”

and“職場環境”and“改善”112 文献、

“産業保健”and“職場”and“改善”339
文献の抄録を読み、入手可能で研究目的

に合致する文献 15 編を分析対象とした。

英語論文は、PubMed、CINAHL を用い、

“ occupational health ” and
“participatory” and “improvement” 
64 文 献 （ CINAHL 13 文 献 ）、 
“workplace” and “improvement”and 
“participatory” 48 文献（CINAHL 17
文 献 ）、“ occupational health ” and
“participatory” and “organizational 
intervention” 8 文献（CHINAL4 文献）

の抄録を読み、ハンドサーチの論文も加

え、入手可能な研究目的に合致する 23 編、

和文と合わせて 38 文献を分析対象とし

た。 
論文に記載されている内容を参加型職

場環境改善の支援経験を有する研究者 2
名が精読し、次の項目からなるコーディ

ングシートに従って論文に記載されてい

る内容を整理した。コーディングシート



の項目は、対象の職種・業種、対象者数(職
場数)、職場環境改善の目的(職場の健康課

題)、改善の手順・期間、改善の内容、お

よび評価方法・評価指標である。38 編の

論文を精読している段階で参加型アプロ

ーチの手法を用いていない、評価指標に

ついての記述がないなどの理由で 6 編が

分析対象外となったため、最終的には 32
編の論文をコーディングシートに整理し

て内容を検討した。 
  
C. 結果 
 該当 32 編はすべて介入研究であった

が、RCT は 5 編のみで、それ以外の論文

は対照群をおいた研究が 11 編、対照群を

設定していない研究が 16 編であった。国

別内訳として、日本で実施された研究は

15 編、ノルウェー4 編、デンマーク 2 編、

オランダ 2 編、カナダ 2 編、スウェーデ

ン 1 編、フィンランド 1 編、UK1 編、米

国 1 編、アジア 3 編（中国、韓国、タイ）

であった。業種は、製造業が最も多く 13
編、次いで医療介護施設が 9 編、行政機

関が 3 編、小売業が 2 編、その他の業種

として、食品業、郵便局、金融業、建設

業、教育機関、IT 関連、輸送業（鉄道・

航空）など多岐にわたっていた。 
 
1. 参加型職場環境改善プログラムの概

要 

 参加型職場環境改善プログラムの概要

として、改善手法と介入期間、職場の健

康課題について整理した。 
本研究でレビューした参加型職場環境

改善は、すべて参加型アプローチの手法

に準拠した改善手法を用いている研究を

選定している。この改善手法を分類した

結果を表 1 に示す。ILO のワイズ方式に

準拠した参加型職場環境改善が最も多く

16 編、参加型人間工学 7 編、参加型アク

ションリサーチが 4 編、その他が 5 編で

あった。その他には、フィッシュ哲学に

基づいたもの、経営やマネジメントの手

法をアレンジしたものなどがあり、特に

理論的な基盤には基づいていない改善手

法もあった。 
 
表 1 改善手法の分類 

改善手法-分類 文献数 

参加型職場環境改善 16 

参加型人間工学 7 

参加型アクションリサーチ 4 

その他 5 

 
 次に、職場環境改善が実施される背景

となる、職場の健康課題について整理し

た結果を表 2 に示す。 
最も多い職場の健康課題は、メンタル

ヘルス対策が 13 編、次いで筋骨格系障害

予防が 7 編、労働安全対策が 3 編、職場

の活性化が 3 編、作業管理・作業環境管

理が 2 編であった。明確に職場の健康課

題が示されていたものが多かったが、産

業安全保健全般や労働者のウェルビーイ

ングなど、幅広い範囲を包括した健康課

題を設定している研究もあった。 
 
表 2 職場の健康課題の分類一覧 

健康課題-分類 文献数 

メンタルヘルス対策 13 

筋骨格系障害予防 7 

労働安全対策 3 

職場の活性化 3 

作業管理・作業環境管理 2 

作業負荷の軽減 1 



職場のいじめ予防 1 

職場の健康増進 1 

皮膚障害予防 1 

 
職場環境改善の介入期間は、記載のな

かった論文が 4 編あったが、記載のあっ

た論文の中では、3 ヶ月の介入期間が最も

短く、最長で 3.5 年という介入期間の研

究もあった。論文の件数としては、1 年（1
年 2 ヶ月や 1 年 3 ヶ月も含む）単位の研

究が 11 編と最も多く、次いで 6 か月 7 編、

3 ヶ月が 6 編であった。 

 
2. 参加型職場環境改善の評価指標 

 参加型職場環境改善の介入研究で設定

されていた評価指標とその結果について

整理した。まず、評価指標であるが、既

存の尺度を用いて評価している研究もあ

れば、研究者が自ら作成した指標を用い

ている研究もあり、分類をする上で、そ

の評価指標が何を測定することを目的と

しているのかを論文全体から読み取り、

そのうえで、①身体的な健康アウトカム、

②心理社会的な健康アウトカム、③職場

風土・職場文化に関する指標、④生産性

に関するアウトカム、⑤労働災害・災害

休業・職業性疾患の発生件数、⑥その他

に分類整理した（表 3）。なお、評価指標

は介入研究ごとに複数設定されているの

で、表にまとめた件数は文献数ではなく、

評価項目数である。 
健康課題として多く上がっていたメンタ

ルヘルス対策を評価する指標として、心

理社会的なアウトカムが最も文献数とし

て多く用いられていた。健康課題として

は、筋骨格系障害予防も多かったが、身

体的なアウトカムや休業疾病に関わる指

標だけでなく、職場風土や職場文化につ

いて 9 つの評価指標が項目として設定さ

れていた。 
 
表 3 参加型職場環境改善の評価指標分

類 

評価指標-分類 
項目

数 

身体的な健康アウトカム 12 

心理社会的な健康アウトカム 49 

職場風土・職場文化に関する指

標 
9 

生産性に関するアウトカム 3 

労働災害・災害休業・職業性疾

患の発生件数 
5 

その他 17 

*1 つの研究論文に複数の評価指標を設定

しているため、項目数が文献の総数より

も多い。 

  
これらの評価指標が介入研究によって

どのように変化したか、つまり介入効果

があったかを整理した。すべての研究が

単一でなく複数の評価指標を設定してい

るため、一方の指標は改善が見られたが、

一方の指標は変わらない、あるいはむし

ろ悪化したなどと、効果の方向性は統一

的ではなかったものの、全 32 編のうち

12 編の介入研究で、介入によって何らか

の評価指標が有意な改善がみられていた。

有意な改善がみられた具体的な評価指標

としては、職業性ストレスや心理的スト

レスなどメンタルヘルスに関する指標の

改善がみられていた研究が 4 編、身体的

な症状軽減（皮膚の症状や健康愁訴など）

がみられていた研究が 3 編、生産性に関

する指標の改善が 2 編、職場文化の変化

が 2 編、上司や同僚からのサポートが 2



編、仕事の進め方やいじめ尺度の改善が

見られた研究がそれぞれ 1 編ずつであっ

た。 
 また、職場環境改善によって評価指標

が変化しなかった、あるいはむしろ悪化

した結果となった研究について、その理

由を論文中の記載から抽出した結果、①

介入期間中の組織再編や合併、従業員の

離職、②介入期間中の制御できない外部

の出来事や状況（テロや災害など）によ

る影響、③管理監督者や事業者からのサ

ポートや理解が得られなかったため予定

していた介入の展開が難しかったことな

どが挙げられた。 
 
D. 考察 
 国内外実施された参加型職場環境改善

の介入研究 32 編の文献レビューの結果

に基づき、1．参加型職場環境改善におけ

る評価指標の選定と効果、2．参加型職場

環境改善の効果を最大限発揮できる介入

プログラムの設計の 2 つの視点から考察

する。 

 
1. 参加型職場環境改善における評価指

標の選定と効果 

 文献レビューの結果、参加型職場環境

改善の評価指標は、まず、職場環境改善

の動機（背景や理由）となる「職場の健

康課題」に即した項目が設定されている

ことが明らかとなった。例えば、メンタ

ルヘルス対策であれば、職業性ストレス

調査票や心理ストレス尺度、筋骨格系障

害予防であれば、筋骨格系障害の症状に

関する尺度、職場の活性化であれば職場

風土や文化、生産性の指標などである。

既存の尺度を使用している研究だけでな

く、研究者が独自に設定している尺度を

使用しているものもあったが、既存の尺

度であるから改善効果が高い、独自の尺

度であるから改善効果が低いなどの傾向

はなかった。適切な評価指標の選定には、

尺度の選定よりもむしろ、職場が改善さ

れることによって、どのようなプロセス

あるいはメカニズムで健康課題が解決さ

れるのかを事前に吟味しておくことが重

要であると考える。特に、参加型職場環

境改善においては、改善の内容というよ

りも改善のプロセスの中で、職場環境改

善に関わったメンバーのコミュニケーシ

ョンや関係性が変化し、取り組みが進む

中でメンバー一人ひとりの内的変化が生

じること(吉川悦, 2013b)も指摘されてい

る。そのため、評価指標としてアウトカ

ムやアウトプットだけでなく、介入のプ

ロセスにも焦点をあてた評価指標の設定

も必要となるであろう。 
 同時に適切な介入期間の設定も考慮し

ていく必要がある。今回の文献レビュー

では、介入期間が 1 年単位の研究が最も

多く、参加型職場環境改善には比較的長

い期間を要する傾向が明らかになった。

組織行動学においては、人間の変容のレ

ベルを 4 つのレベル、すなわち、①知識

上の変容、②態度上の変容、③個人の行

動上の変容、④集団行動・組織行動の変

容、でとらえており、知識上の変容が最

も容易で短時間で変容可能なものとし、

態度、個人行動、集団・組織行動と進む

につれ困難性が増し、時間も必要となる

（Hersey, Blanchard & Jonson, 2000）
と指摘されている。職場環境改善による

効果は組織行動学における集団行動・組

織行動の変容によって生じているもので

ある。集団行動や組織行動の変容は困難

性も高く、長い期間が必要なものである



ことを前提に、職場環境改善プログラム

の評価手法を検討していくことが重要で

あると考える。 
 

2. 参加型職場環境改善の効果を最大限

に発揮できる介入プログラムの設計 

 参加型職場環境改善の介入研究をレビ

ューした結果、適切な評価指標の設定以

外にも、参加型職場環境改善の特徴をふ

まえたプログラム設定が必要であること

が示唆された。 
 まず一つ目として、参加型アプローチ

の絶対条件である、「労働者参加」を促す

仕組みである。Montano, D., Hoven, H., 
& Siegrist, J. Montano(2014)は、従業員

の健康改善を目的とした 39 編の組織介

入研究のシステマティックレビューの結

論として、従業員の参加が不十分だった

介入や、介入をサポートし、組織の変化

を従業員に周知徹底させるための意思疎

通や情報共有が不足していたことによっ

て、介入の効果にネガティブな影響を与

えたと述べている。労働者一人ひとりの

参加を促し、介入にコミットメントを高

めることが、職場組織全体の変化につな

がる。そのため、介入プロセスのあらゆ

る場面で、労働者の参加を促す仕組みづ

くりが重要であるとともに、期間を決め

たフォローアップ、介入に関する労働者

へのフィードバックを介入計画立案の時

点で明確に設定しておくことが必要と考

える。 
次に、比較的長い介入期間を前提とし

た職場組織全体としての体制づくりであ

る。今回の文献レビューでも、また前述

した Montano らによるシステマティッ

クレビューにおいても、短い介入期間で

は職場環境改善による健康アウトカムの

効果が出る前に研究期間が終わってしま

う危険性を指摘している。そのため、参

加型職場環境改善は、1 年単位での比較的

長い介入期間を要することが制度設計の

前提となる。介入研究においては、対象

職場の労働者のコミットメントも必須で

あるが、事業者または職場の管理監督者

の理解や協力も重要になる。特に、参加

型職場環境改善は、「職場」を「改善」す

る上で、事業者や管理監督者の許可が必

要になることもある。この管理監督者に

よるサポート不足が職場環境改善取り組

み全体の停滞や障害になってしまう可能

性もあるので、特に外部支援者が取り組

みをサポートする場合は、職場環境改善

の意義を十分に管理監督者にも理解して

もらえるような説明と同意を行っておく

必要がある。必要に応じて、トップマネ

ジメントからの方針表明や進捗の報告な

ども重要となってくると考える。介入研

究のチームを編成する場合は、管理監督

者や事業者など近い人物に参加要請して

おくことも必要となってくる。同時に、

参加型職場環境改善の介入研究において

は、定期的なモニタリングを実施し、中

長期的な視点での評価の視点について検

討することも必要と考える。 
参加型職場環境改善の効果を最大限発

揮するプログラム設計のためには、労使

双方のコミットメントを促す仕組みや体

制とともに、長い介入期間を前提とした

想定外の出来事にも柔軟に対応できる準

備とフォローアップが必要であることが

示唆された。 
 
E. 結論 
参加型職場環境改善に対する評価指標

の選択には、まず、職場環境を改善する



動機や目的(ストレス対策、腰痛予防、労

災防止など)を主効果として測定してお

り、それぞれの職場環境改善の取り組み

背景や主目的により、設定する評価指標

そのものが異なっていることが明らかに

なった。また、評価指標を一つではなく

複数設定することで、副次的効果も併せ

て測定しようとする傾向があった。職場

環境改善の目的に応じた適切な評価指標

の設定のためには、体系的な評価方法、

すなわちプロセス評価、アウトプット評

価、アウトカム評価の各視点を整理して

いくことが重要である。同時に、エビデ

ンスレベルの高い対照群の設定や RCT
などの研究デザインによる職場環境改善

の評価手法開発を含めた実証的な研究を

展開していく必要性が示唆された。 
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表 5 文献レビューで整理した職場環境改善の概要と評価 

文
献 
No 

職場環境改善の概要 改善の効果 
国 

改善の目的 
(健康課題) 

改善の手順・時期 評価指標 評価項目の変化 職種・業種 
対象者数・職場数 

1 

タイ 
筋骨格系疾
患と心理社
会的リスク要
因への人間
工学的介入 

介入期間 6 ヶ月 
①独自に開発した介入プログラムの実施：グループで交流を通し
た学び、労働環境の文脈内での実践．12 の教育訓練セッション
（各1 時間）．人間工学の原則（障害と職場の状況、人間工学介入
の目的など）の習熟を目的とした教育教材を使用．作業環境評価
と改善提案に必要なスキルを提供． 
②アウトカムアセスメント 

①The Nordic Musculoskeletal 
Disorders Questionnaire 
(NMQ) 
②The Copenhagen 
Psychosocial Questionnaire 
(COPSOQ)17 領域 57 項目 5 段
階評価 

①腕、上背部、下背部の筋骨格
系の有病率．心理社会的リスク要
因にも影響あり． 
②有意差あり．労働ペース、仕事
への影響、仕事の意味、予測可
能性、報酬、役割葛藤、上司から
の社会的支援 

患者の輸送サー
ビス部門の労働
者・医療機関 
13 職場 
介入群 50 人 
対照群 50 人 

2 

日本 

職場いじめ
の予防 

介入期間 3 ヶ月 
①研修前後の質問紙調査（職場のいじめ尺度：NAQ-R 尺度，K6
尺度）実施 
②2011 年 9～11 月：参加型 GW 研修 
1 回 70 分×2 回の中で、ストレスマネジメント研修（座学）と職場環
境改善の研修（MIRROR で職場環境を評価した結果をもとにグル
ープ内で各部署の現在の問題点を話し合い具体的な計画作成．
3 か月以内に各部署のリーダーが部署会議で行動計画を策定） 

①職場のいじめ尺度：NAQ-R
尺度 
②K6 尺度 

①知識充足型研修：有意な差あ
り．参加型 GW 研修：有意な差な
し 
②知識充足型研修：有意な差な
し．参加型 GW 研修：研修後に悪
化（特殊事情・工場の統廃合が
影響か）．有意な差あり 

製造業 5 社 

215 人（知識充足
型研修群 80 人＋
参加型 GW 研修
群 135 人）・5 事業
所 

3 

日本 

メンタルヘ
ルス対策 

介入期間 1 年未満 
①管理職対象に職場環境改善の意義・目的に関する研修を開催
し実施部署を募る． 
②応募のあった部署毎に「メンタルヘルス風土尺度WIN」と独自に
作成した「看護師用職場環境改善調査票」で事前調査実施し、結
果をもとに各部署で全員参加によるグループ討議を行い改善目
標と対策を立案． 
③職場環境改善を実施． 
④改善後に事前に実施した調査票を再度実施し評価． 
⑤職場環境改善の発表会開催． 

①質問紙調査：「メンタルヘル
ス風土尺度 WIN」，独自に作成
した「看護師用職場環境改善
調査票」 
②実施部署から意見聴取 

①記述なし 
②「物品の整理を行い導線が短く
なった」，「全員で部署の課題に
取り組んだことで主体的に協力で
きた」，「他の業務でも協力する雰
囲気がさらに強まった」 

看護師・医療機関 

不明・4 部署 

4 

日本 

職業性スト
レスをコント
ロール 

介入期間 6 ヶ月 
①管理職研修を実施し、MHACL を用いて職場の良い点・改善点
についてグループ討議し、自職場での職場環境改善の計画立案 
②6ヶ月後にフォローアップを行い、MHACLと評価アンケートを配
布、実施した職場環境改善の内容（各アクション項目の実施率）と
研修の有効性について評価 

6 か月後の評価アンケートにて 
①各改善領域での改善の実施
率 
②研修会の有効性 

7 割近くの参加者が研修は有効
であったと回答した。 

管理職・金融業 

管理職 119 人(男
性 116 人、女性 3
人) 



5 

日本 

心理社会的
環境の改善 

介入の期間は 6 ヶ月 
①参加型職場環境改善の手法を用いた 
介入期間にファシリテータ（副主任看護師）による 30 分のグルー
プミーティングでお互いの情報交換を実施 
研究者による個別面接にて職場環境改善の助言を受けた 
②自職場に戻り、スタッフに必要な情報を共有した 
③その後、ブースターセッションとして 30 分ミーティングを実施し、
その後の進捗をシートに記入してもらった 
④6 ヶ月の介入の間に 4 回のミーティングが開催された 

①Job Content Questionnaire 
②Effort-Reward Imbalance 
Questionnaire 
③Quality Work Competence 
questionnaire 

介入による精神衛生状態への有
意な影響はみられなかった。同
僚のサポートや目標などの職場
の心理社会的環境側面には、介
入による有意な影響がみられ、仕
事の調整の有意性は境界領域に
あった。 

看護師・医療機関 

看護師計 434 人 
介入群 183 人・11
部署 
対照群 218 人・13
部署 

6 

中国 

労働状況の
改善 

介入期間 3 ヶ月 
①トレーニング前：作業チームが事業場を訪問．一般的な情報、
労働状況、溶接作業者の健康状態を含むベースラインのデータ
を収集．職場の危険因子と作業動作はデジカメで撮影． 
②参加型トレーニングの実施（3～4 時間）：トレーニングコースの
項目－法令理解、安全な機器操作、滑る・落下の防止、火災・爆
発の防止、職場の危険因子の認識と防止、人間工学．進行－１．
職場の危険因子の認識と制御の集中学習、２．職場のアセスメン
ト、３．グループ討議 
③フォローアップとプロジェクト評価：3 ヶ月間のフォロー訪問．労
働者が解決を図ったことを確認．KAP スコアと労働状況のアセスメ
ントを実施（実施前調査と同じ設問）． 

①Knowledge, attitude, and 
practice（KAP）on OH 
②簡易労働状況アセスメントシ
ート 
③パイロット研究中の 労働者
からの不平不満（人間工学,危
険表示,職場の清潔さ,保護装
置,保健的な設備,同僚との人
間関係など）の報告 

①KAP：知識と実践ではスコアが
上昇したが、態度ではスコアが変
化しなかった． 
②労働状況アセスメント：労働状
況は明らかに改善．人間工学、
警告表示、保護装置、保健設備
の平均値は有意に改善．職場の
清潔さと人間工学のスコアは高い
まま．同僚との人間関係は前後
で似た結果だった． 

溶接作業者・造船
業と機械製造業 

525 人・25 事業場 

7 

日本 フィッシュ哲
学を基盤と
した職場環
境改善対策
（フィッシュ
対策）による
看護職員の
主観的評価
の向上 

介入期間3ヶ月①事前準備（研修2週間前）－フィッシュ哲学に関
する書籍を配布・回覧，②研修会実施－外部講師による 3 時間の
研修を開催．③フィッシュ対策の実施－a.「対策シート」を各部署
へ配布．フィッシュ担当者の選出．フィッシュ対策の計画立案・実
施し対策シートへ記入．b.対策開始 1 ヶ月後に各部署の主任が集
まり対策内容・進捗状況を共有し課題等の意見交換を実施．c.対
策開始 2 ヶ月後に師長と主任が集まりフィッシュ対策の実施・継続
の課題をディスカッション．④各部署は対策を適宜修正し 3 ヶ月間
継続実施． 

①看護職員の主観的評価（自
由記述） 

●肯定的評価：職場の人間関係
の改善，仕事に対するモチベー
ションの向上，強化されたチーム
ワーク，取り組みによるストレス軽
減，前向きな思考・行動の変化●
否定的評価：不明確な病院の方
針，対策実施に伴い増大する負
担，不明瞭な対策の成果，取り組
みに対する不満 

看護職員（看護
師，クラーク,看護
助手）・医療機関 

265 人・11 部署 

8 

オランダ 
作業、作業
の決まり事、
身体的作業
負荷と回復
への社会支
援のプログ
ラム有効性
評価 

介入期間 12 ヶ月 
①物理的な作業負荷の軽減のための訓練 2 セッション：理学療法
士が実施 
②作業と回復のバランスを促すレストブレイクツールの導入 
③建設作業現場の作業員の影響を高めるエンパワートレーニング
セッション 2 つ 

①ワークエンゲージメント：ユト
レヒトワークエンゲージメント尺
度改訂版（UWES-9） 
②職場での社会的支援：オラン
ダ版職務満足度調査票 
③身体的作業負荷 
④回復の必要性：VBBA（オラ
ンダの作業の経験とアセスメン
トに関する質問紙） 

ワークエンゲージメント、職場で
の社会的支援、回復の必要性
は、介入群と対照群との間に有
意差なし 
フォローアップ 6 ヶ月で対照群に
物理的な作業負荷の軽減が報告
されたが有意差はなし 

建設業 6 社 

介入群：8 部門
171 人、対照群：7
部門 122 人 



9 

日本 

労働災害防
止 

介入期間 2 年 
2010 年：学校関係者（調理員 3 名，栄養士，副校長，教頭，養護
教諭，施設・事務課長等職員 4 名，産業医，衛生管理者）計 13 名
で職場点検を実施→指摘事項の集約→安全衛生委員会で調査
結果を報告・審議し改善事項・改善内容を決定 
2011 年：改善実施→衛生管理者による改修工事後の観察と作業
状況の変化の聞き取り 

①労働災害の発生件数 
改善前：2 年間で 6 件→改善後：
0 件 

調理担当者・小学
校の給食室 

6 人・1 職場 

10 

日本 

組織的なメ
ンタルヘル
ス対策 

介入期間 6 ヶ月 
①2008 年 8 月 13 日～9 月 2 日：質問紙（MIRROR）による初回調
査実施 
②時期不明：①の結果を 8 職場の管理監督者を集めて説明 
③時期未定：ファシリテータ研修開催 
④時期未定：職場ごとにグループ討議．MIRROR の結果を用いて
改善要望が高い項目から職場の課題を抽出し改善策を検討、立
案． 
⑤④後の 4 ヶ月間：各職場で改善策を実施 
⑥⑤後：質問紙による 2 回目調査実施 

①メンタルヘルス改善意識調
査票（MIRROR）を対象事業所
に併せて修正した 38 項目（4 件
法） 
②職業性ストレス簡易調査票
（BJSQ）57 項目（4 件法） 

［有意に改善した項目］ 
・役職（権限）に見合った仕事の
内容や役割が当てられている 
・職場の中で取り残されたり孤立
したりする者はいない 
・上司から部下へきちんとした説
明がなされている 
・量的労働負荷，質的労働負荷，
怒り，疲労，不安 
・仕事のコントロール，対人問題，
抑うつ 

システム開発業
務・情報関連企業 

8 職場 

11 

オランダ 

腰痛と頸部
痛の予防 

介入期間 3 ヶ月 Stay@Work に沿った参加型人間工学介入 
①人間工学専門家が介入した 6 時間のグループミーティング（職
場訪問、写真を使用）②ワーキンググループの中で優先度の高い
3 つのリスクを特定③ワーキンググループで 3 ヶ月の時間を使って
実施する 3 つの人間工学対策を検討する。④計画作成 ⑤実施
者とよばれる担当者が各々の部署で対策を実施する。⑥評価（評
価のための短時間のミーティングを開催する） 

①心理社会的リスク：オランダ
版 JCQ 
②身体的リスク：Dutch 
Musculoskeletal Questionnaire 

心理社会的リスク：仕事の裁量度
や決定権限が改善した 
身体的リスク：腰痛の原因となるよ
うな姿勢や重量物の搬送などは
減少傾向にあったが有意差はな
かった。 

鉄道会社、 航空
会社、 鉄鋼業、
医療系大学 
介入群：2825 人・
19 部門 
対照群：2946 人・
18 部門 

12 

日本 

職場環境や
勤務条件と
いった要因
に対する一
次予防的な
措置を講じ
る－人間工
学・ストレス
対策 

介入期間1 年3 ヶ月（1）職場訪問と概略説明（2007 年5 月中旬），
（2）衛生委員会での説明（同 8 月下旬）と承諾取得，（3）ファシリテ
ータ研修（同 11 月初旬）実施．（4）各職場でファシリテータを中心
としたグループ討議を実施し職場環境等での改善事例を提案し
てもらう．ファシリテータによる報告会（グループ討議発表会）を
2008 年1 月下旬，3 月中旬，5月下旬，7 月下旬に開催．（5）グ
ループ討議発表会の開催にあわせて研究者らが職場に赴き作業
環境測定を行いながら職場巡視し職場やファシリテータ並びに衛
生委員会に報告しアップトゥデートで職場環境等の改善について
の助言し安全衛生活動を促進させるように工夫．（6）ベースライン
質問紙調査結果から当該対象者が問題であると感じている職場
環境要因あるいはストレス要因やストレス反応の結果を職場単位
で集計しその結果を提供することにより職場環境等の改善活動の

①勤務状況，職場環境，生活
習慣等②職業性ストレス簡易調
査票③GHQ12（精神的健康度
調査票の 12 項目版）④ 努力−
報酬不均衡モデル調査票 

・同じように介入した職場でもフォ
ローアップ調査で職場のストレス
状況に変化の見られた職場，あ
まり見られなかった職場，あるい
は，ストレス反応にまで低減効果
が認められた職場があった．・看
護師以外で改善事例のおかげで
「働きやすくなった」「大いに働き
やすくなった」と回答している者
の心理的ストレス得点が，改善対
策事例を認識していない者や改
善対策事例にあまり効果を感じな
かった者に比べて統計学的に有

病院職員・医療機
関 

介入群：10職場対
照群：8 職場 



ヒントとして利用してもらった． 意に低くなっていた． 

13 

スウェーデン 

職場環境改
善 

Ａ．規定遵守支援あり・管理法群（7 事業場）－詳細なマスタープ
ランにあるような事前に確立された開発を目的とした原則を使う方
法：各事業場でプロジェクトリーダーが専門家の支援を得て各自
で開始．すべての事業場で全スタッフが参加するミーティング（1
回 90 分を年間 4 回）を開催． 
Ｂ．規定遵守支援あり・ネットワーク法群（4 事業場）－組織的な変
更を代表とする継続的かつ緊急と見なされ学習しながら変更して
いく戦略：ひとつの地域にあるいくつかの事業場が体系的作業環
境管理（Systematic of Environment Management）の実施を目的と
して共同実施．2 名の代表者を選出．8 人を 1 グループとする．代
表者らは 1 年間で 10 回のミーティング（1 回 2 時間）に参加．作業
環境領域で幅広い能力を備えた支援専門家はミーティングを調
整しミーティング間で各事業場が活用できるようにした．ミーティン
グでは専門家の講義の後、参加している代表者らが２つのグルー
プに分かれてテーマについてディスカッションしグループ全体で
要約の結果をまとめた．代表者らは各事業場ですべての同僚が
体系的作業環境管理のための作業において関わることを求めら
れた． 
Ｃ．規定遵守支援なし・独自アイデア群（12 事業場）：研究者の訪
問もなく独自の考えで作業していった． 

①作業環境の評価（WEST 法） 
②日常作業への影響 

管理法を用いた企業（A 群）はネ
ットワーク法を用いた企業（B 群）
や独自の作業を行なった企業（C
群）に比べ規定の要請実施にお
いてわずかにより多く改善．管理
法を用いた企業（A 群）ではプロ
ジェクトの効果がより速く従業員
に浸透． 
全般的に職場環境は全企業に
おいてある程度改善． 
これらの方法を適用するコストを
考慮すると、計画的職場環境管
理の規定実施を狙ったアドバイス
やネットワーク化による小規模企
業への広範囲な支援には限られ
た効果しか認められず． 

製造業（材木，金
属，プラスチック，
ゴム，生地） 

23 事業場（介入 3
群） 
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アメリカ 

従業員の健
康福祉と業
績の向上 

介入期間 1 年 
拠点ごとに問題解決チーム「ACTion チーム」を組織（従業員 8-12
人で構成）．問題の特定、問題の解決に向けた計画・実行・評価
の責任をもつ．5 つのフェーズ（熟知、スキル構築、優先順位づ
け、行動、反応）を使用して行動計画を遂行．ベースラインの結果
を問題の特定に活用．行動計画は定期的な会議で全従業者に共
有され、議論し掲示板に掲載． 

代理指標：①仕事のデザイン、
②組織風土、③職務の見通し 
中間指標：④心理的な仕事の
調整、⑤従業員の健康とウェル
ビーイング、⑥業績 

介入群は対照群よりも一般的な
安全衛生の指標と事業のアウトカ
ム４つのうち２つ（従業員の売り上
げと労働時間当たりの売上高）が
よかった． 

小売業 

介入群：2 拠点 11
店舗 
対照群：2 拠点 10
店舗 
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日本 

メンタルヘ
ルス一次予
防対策 

介入期間 1 年 2 ヶ月 
①ファシリテータ研修（半日） 
②管理職研修 
③職場での検討会（ACL を用いた職場でのグループ討議） 
④２回のフォローアップにより、計画の進捗状況確認と成果の確認 
介入前後に質問紙調査実施 

メンタルヘルス；①General 
Health Questionnaire 
生産性：②he WHO Health and 
Work Performance 
Questionnaire （HPQ） 

GHQ は介入群が介入前後の変
化がなく、対照群は悪化傾向が
見られたが有意差はなかった。生
産性をしめすHPQは介入群に有
意な改善が見られた。 

製造業（電子部
品） 
97 人・11 製造ライ
ン 
介入群：47 人・6 ラ
イン 
対照群：50 人・5 ラ
イン 

16 
韓国 病院看護師

の筋骨格系
介入期間 不明 
①参加型ワークショップ（看護師長 16 名）：アクションチェックリスト

なし なし 
看護師・医療機関 



1 病院の 24 部門
中 16 部門 

障害の予防 による演習，グループ討議，参加者による発表 
②参加者による改善の実施 
③研究チームによるフォローアップ訪問 
④筋骨格系疾患のリスク削減策の成果の中間発表 
⑤成果発表 
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カナダ 

筋骨格系障
害のリスク低
減 

介入期間 10～20 ヶ月／参加型人間工学プログラム 
人間工学専門家がプログラムの進捗や導入においてガイドの役
割を果たす。 
①３～４回トレーニングセッション（１回６時間）を行う。 
②従業員の代表者で構成されるチームチームによる定期ミーティ
ングにて人間工学家とともに必要な対策について計画立案。 

①身体各部位（背部、頚部、
腕、足）の痛み 

症状がむしろ悪化した職場もあっ
たが減少した職場もあった。 

港湾運送業、製
造業（衣料品、自
動車部品） 

157 人 
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日本 
メンタルヘ
ルス対策 

介入期間3年①2004年度：質問紙調査で職場のストレス要因を評
価．結果を職場単位でフィードバックしグループディスカッションを
実施．②2004 年度：責任者が希望した職場のみ職場環境改善，
2005・2006 年度：事業場全体で実施． 

なし なし 
製造業 

不明 
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日本 

メンタルヘ
ルス対策 

介入期間 1 年 3 ヶ月 
①2006 年 12 月：職業性ストレス簡易調査票 1 回目実施 
②①の結果に基づき職場環境改善・・・実施内容等の記述なし 
③2008 年 2 月：職業性ストレス簡易調査票 2 回目実施 

①職業性ストレス簡易調査票 

仕事の量的負担、コントロール
度、上司のサポート、同僚のサポ
ート全てが改善していた部署が
一つあった。3 項目の改善がみ
られた部署は 4 部署であり、ほと
んどの部署で改善がみられた。 

看護師・医療機関 

200 人・不明 
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日本 

仕事のストレ
ッサーとメン
タルヘルス
の改善 

介入期間 1 年 
①2005 年 6 月もしくは 9 月：自記式質問紙調査 
②介入群の各部門の責任者と面会．ストレス調査結果を報告し職
場環境改善を動機づけた 
③2005 年 7～10 月：介入群の全部門に対し MHACL（よりよい職
場環境のためのメンタルヘルスアクションチェックリスト）を使用した
職場環境改善のワークショップを実施．導入説明 30 分・グループ
ワーク 60 分・発表と全体討議・取り組む環境改善を選択． 
④各部門から要請があれば職場環境改善の実施計画立案に関
する支援と助言を責任者へ提供 
⑤2006 年 6 月もしくは 9 月：自記式質問紙調査（フォローアップ調
査） 

①仕事のストレッサーと心理的
負担：職業性ストレス簡易調査
票 
②仕事のストレッサーに関連し
た健康リスク：仕事のストレス判
定図 
③休業：企業の記録から．2005
年 1～12 月分および 2006 年 1
～12 月．1 年間の休業日数を 0
日もしくは 1 日以上に分類． 

女性の一部で介入群において心
理的負担や仕事満足度に良好な
変化が認められたが、男性では
プログラムの効果は見られなかっ
た． 
労働者の 50%以上がプログラム参
加した部署では、顕著な改善が
見られる傾向にあった． 

技術職，事務職，
研究職・製造業（1
事業場） 

介入群：393 人・9
部門 
非介入群：1041
人・36 部門 
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カナダ 

人間工学的
な改善 

介入期間 不明 
9 つの心理社会的な参加型活動を実施：人間工学に関するニュ
ースレターの発行、人間工学に関する情報を掲示、人間工学に
関する投書箱の設置、社内ニュースレターで介入プログラムにつ
いて説明、シフト会議で人間工学に関するプレゼンを実施、従業
員で構成される人間工学委員会の設立、人間工学関連対策を職

①コミュニケーションダイナミク
ス：７つの質問項目 
意思決定と影響：②意思決定
は Karasek の要求コントロール
尺度のコアバージョン、③職場
の影響はGreenbergerが作成し

人間工学に関するコミュニケーシ
ョンダイナミクスは介入群の方が
強化された． 
意思決定の寛容さや影響につい
て労働者の意識に差はなく、痛
みの重症度にも変化はなし． 

自動車部品製造
業 
介入群：97 人 
対照群：介入群の
近所の工場 



場でテスト、従業員の調査 た１１項目 
④痛み：痛み重症度 
⑤コミュニケーションの動態 
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フィンランド 

心理社会学
的職場環境
とウェルビー
イングの向
上と早期退
職の予防 

介入期間 6 ヶ月 
参加型ワークカンファレンス実施：セッションは 2 回．初回のセッシ
ョンは 2 日間．初回セッションから 6 ヶ月後にフォローアップセッシ
ョンが半日．各セッション参加者数は 30-60 名．カンファレンスのフ
ェーズ（１）職場におけるウェルビーイングのビジョンの創造、（２）ビ
ジョン達成に向けた障害の認識、（３）心理社会的職場環境とウェ
ルビーイングを促進するための目標設定、（４）作業単位での実用
的な改善計画の立案 を最初は5-6 人の小グループで話し合い、
要約を全体発表し、小グループから提案されたアイデアについて
議論． 

①心理社会的職場環境：
Healthy Organization 
Questionnare－仕事のコントロ
ール、労働風土、仕事の目標
の明確さ、上司からの支援 
②ウェルビーイング：Maslach 
Burnout Inventory - General 
Survey（MBI-GS）の一般版 5 項
目 

職場風土・情報の流れがよい効
果として有意差あり 
ウェルビーイングは介入効果なし 

地方自治体の土
木・緑化部門 

介入群：部門
A253 人 
対照群：2 部門
272 人 

23 

デンマーク 

作業関連の
皮膚障害の
軽減 

介入期間 1 年 
トップダウン戦略（皮膚リスクに注目したマネジメントシステムの確
立）、ボトムアップ戦略（店舗スタッフ、安全代表者、チェンジエー
ジェントの選抜メンバーの参加）、エンパワーベースドの教育プロ
グラム（中間管理職や代表者も参加）、3 ヶ月後のフォローアップ
会議の開催 

①皮膚疾患発生状況：業務関
連皮膚疾患と暴露調査のため
の標準的な質問紙：手首、前腕
の湿疹の有無（過去 3 ヶ月以
内） 
薬剤変更、湿疹発生の頻度 
②実施プロセス（定性・定量評
価）：管理システム、ポスター、
小冊子などの書類．自己管理
型の小規模アンケート．フォー
カスインタビュー． 
③管理システム指標 

・1 年間のフォローアップでの湿
疹の減少 
（湿疹の発生頻度がベースライン
と 1 年後の変化：介入群は
56.2%41.0%に低下．対照群は 27%
の有意な相対的減少と軽微な有
意ではない増加あり．介入途中
に仕事を止めてしまった群は
60.3%から 18.2%に有意に低下） 
・湿疹の発生頻度は、安全代表
指数と人材指数との間に強い相
関があり、管理指数とは相関がな
かく、複合指数とは相関あり． 

豚肉屠殺処理場
腸洗浄部門作業
者 

介入群：474 人・6
部門 
対照群：1010 人・
12 部門 

24 

デンマーク 

ストレス対策 

介入期間 3.5 年 
参加型アクションリサーチに基づく介入。次の領域に対応するた
め、複数のグループが作られた。(1) 化学製品、(2) 個人用保護
具、(3) 教育・学習、(4) 先を見越して安全性向上に取り組む組
織、(5) 情報・コミュニケーション、(6) 事故・怪我・災害登録システ
ム、(7) 安全回診、(8) 品質、安全性などの担当チームの編成 

①肌の状態（湿疹）：自記式質
問紙 
②労働災害やケガ：事故発生
率、ケガによる時間的ロス 
③安全文化：フィンランド版安
全文化尺度 
心理社会的要因：④JCQ,⑤
SF36 

湿疹の発生率と事故件数が、介
入の前後で有意に減少した。 

製造業 

620 人 
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ノルウェー 
健康上の課
題解決と病
気の軽減 

介入期間 6 ヶ月（春→秋）感じるストレスの原因を明らかにするた
め３ステップの戦略：［ショッピングモール］フェーズ１：各労働者が
勤務日を研究者へ説明 などフェーズ２：情報を分析した診断され
た問題を無作為でリストにし労働者へ配付．各職場で労働者は
２，３人のグループをつくり問題の解決策の検討と優先順位づけを

①ストレス：Cooper のジョブスト
レス尺度 22 項目②身体症状：
主観的健康愁訴のスコアリング
システム 29 項目③燃え尽き：
Maslach Burnout Inventory14

地方自治体：変化なしショッピン
グモール：非個人化、身体症状
は介入群で下がり対照群では上
昇（有意差あり）介入途中で介入
に対し批判的・悲観的な意見が

顧客・患者との対
面サービス労働
者・ショッピングモ
ール、地方自治



体のナーシングホ
ーム 

する．フェーズ３：各事業場の管理者と組合代表者が話あう．改善
を要する問題のランキングリストをもとに議論．改善したい原因を
選定し変更の方策を決定．研究者が各職場を訪問してフォローア
ップし組織的に改善されたことを確認．［地方自治体］上記のフェ
ーズ１～３を研究者の支援なく職場の労働衛生スタッフによって実
施 

項目  管理者・参加者から出たり、管理
者が労働者と研究者が会話する
のを制約したり会議への参加を
阻止したりした 介入群：143 人対

照群：139 人 
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日本 
人間工学的
対策による
作業関連性
腰痛の予防 

介入期間 3 年 
step1：全スタッフに対し教育プログラム（腰痛の主要な原因，腰痛
を軽減する主要な実践的・人間工学的原理，改善事例 など） 
step2：小集団活動でハイリスク作業をチェック 
step3：腰痛健診で腰痛罹患率を調査 
step4：小集団で討議し職場改善を実施 

①問題作業の改善 
②介護職と調理員の腰痛健診
時の腰痛罹患率（症度Ⅱ以上） 

①約 8 割が改善 
②2002 年：18.6％→2004 年：
5.5％ 

職員・介護業 

117 人 
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ノルウェー 

労働者の筋
骨格系障害
の改善 

介入期間 16 ヶ月 
①プロジェクトグループ、労働組合、工場の管理者が計画過程か
ら検討に参加． 
②訓練プログラムの実施：独自に開発．筋骨格系の症状を予防す
る意識と職場環境で筋骨格系の健康促進プロセスに焦点．「教訓
セッション」：筋骨格の問題に関する知識に焦点を当て、身体的、
心理社会的、職場的および組織的リスク要因、人間工学の基本原
則、筋骨格症状への対処．「議論セッション」：個別の解決方法と
最適な作業環境をつくる組織的・技術的方法．→問題の優先順
位づけ、問題解決の実行 

①過去 12 ヶ月間の症状 
②コーピング 
③職務要求 
④仕事のコントロール 
⑤社会的な支援 
⑥Standardized Nordic 
Questionnaire（SNQ） 

介入群タイプ２「監督者のいない
作業者」は、より頻繁に対処戦略
を使用し、社会的支援が増強さ
れる傾向あり． 
筋骨格症状に有意な変化はな
し． 
介入群は、職場の再設計、作業
ツールの変更、職種の多様化な
ど、職場環境の変化を実現． 

アルミニウム製造
業 

介入群：8 事業場
41 グループ 549
人 
対照群：1767 人 
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日本 
亜鉛インゴ
ット投入時
の腰部への
負担軽減 

介入期間 不明 
①安全衛生委員会で職場代表者 13 名が参加し研修実施．ツー
ルを用いて職場点検を実施． 
②2000 年5 月：①で指摘された改善項目から「亜鉛鋳造工場の親
炉への亜鉛インゴット投入時の腰痛負担軽減をねらいとしたリフタ
ー導入」に取り組む 

①オクセンブルグの方法を用い
た費用便益分析 

費用償還期間 0.45 年 
便益費用比 2.2 

製造業（亜鉛ダイ
カスト製品製造） 

20 人・1 職場 
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日本 

メンタルヘ
ルス対策 

介入期間 10 ヶ月 
①2001 年 2 月：職業性ストレス簡易調査票による仕事のストレス判
定図調査（1 回目）実施． 
②結果検討会実施．産業保健スタッフが全職場を訪問し管理監
督者と結果について意見交換．結果から想定される業務および職
場支援に関する問題点及び改善策について検討．問題点・改善
策は「対策シート」を作成． 
③①と同時に実施：管理監督者研修実施．管理職を対象に心理
職が講師になり実施． 
④2001 年 12 月：①から約 1 年後に職場から出された改善策の実
施状況のアンケート調査を管理監督者へ実施．仕事のストレス判

①職業性ストレス簡易調査票
12 項目 

2 回の調査比較の結果：改善策
を実施しなかった群では1回目に
比較して 2 回目で総合リスクの増
加が認められたが、実施した群で
は総合健康リスクの増加は認めら
れなかった． 

製造業 

① 調査回答：
4,134 人・77
職場 

② 調査回答：
3,379 人・70
職場 



定図調査（2 回目）実施． 

30 

UK 

ストレス軽減 

介入期間 12 ヶ月 
介入群からボランティアで運営委員会が発足し、職場組織の変革
を開発・実行することで各人の職務コントロールを上昇させ、ストレ
ス関連指標の改善につなげる． 

①産業ストレス指標（OSI）：職
務満足度、身体症状、メンタル
ヘルス 
②ストレスの理由 
③パフォーマンスの自己評価 
④病欠 

メンタル病気・健康、病欠、パフォ
ーマンス、ジョブコントロール：対
照群と比較して介入群に有意な
改善あり 

国家公務員の管
理職・行政 

介入群 27 人、対
照群 26 人 

31 

ノルウェー 

職業生活に
おける健康
プロジェクト 

介入期間 12 週間①組織介入活動の２週間前に研究者がすべて
の労使に介入プログラムを周知し、ミーティングを開催する。②ミ
ーティング後、外部ファシリテータ（コンサルタント）が経営層や職
員の代表者らから成る運営委員会を運営する。③改善すべき環
境要因を特定し、各環境を担当する作業グループを立ち上げ、実
施計画を定義し、介入活動の結果を評価し、さらなる改善提案を
行う。取り組みは勤務時間内に実施された。 

①仕事のストレス：Cooper のジ
ョブストレス調査票②主観的健
康：Health Inventory(UHI)③不
安：STAI④組織コミットメント：
Organizational Commitment 
Questionnaire⑤職務満足感：
自記式質問紙⑥JCQ ⑦ソー
シャルサポート⑧意思決定の
自律性、⑨学ぶ文化：Leaning 
Climate Questionnaire(LCQ)、
⑩リーダーシップ 

仕事のストレスなどの一部の指標
に介入による効果はみられたが、
限局的であった。 

地域保健施設職
員 

地域保健 2 施設
介入群：73人対照
群：49 人 
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ストレス対策 

介入期間 12 週間 
経営層と組合の責任のもと、プロジェクトが導入された。プロジェク
ト実施前に、コンサルタントと研究者が経営層、組合、健康安全オ
ンブズマンに職場の状況について紹介し、各々の都市に運営委
員会を設置した。 
監督者とマネージャーによる主導のもと、参加者は、「理想のモデ
ル組織」を考案し、現状について不満に思っていることをまとめ、
代替策や改善策を立案した。因果関係を検討し、問題を特定し
た。監督者、管理職、および労働組合の代表者から成る運営委員
会を通じ、垂直・水平の統制が試みられた。 

A 市：介入群、対照群ともストレス
を示す指標は悪化した。職務満
足感は対照群の方がむしろ改善
傾向にあった。職場環境や健康
に対する興味について変化はな
かった。 
B 市：介入に対するストレスの指
標に効果は確認されなかった。コ
ミットメントについては介入による
効果が確認された。 

郵便局員 

都市にある郵便局
2 ヶ所 
介入群：96 人 
対照群：66 人 

 

 

 


